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第二次世界大戦後の

多国籍企業の対日直接投資過程

桑 原 哲 也

第二次世界大戦後,多 数の多国籍企業の対 日直接投資が見 られた。世界の鉱工業

最大500社 に はいる外国企業で対 日投資 を行 った企業は,1930年 時 点の29社 か ら

1967年 には133社,2002年 には176社 へ と増加 していった。 こうした多国籍企業は,

日本市場において予想以上 に強力な日本企業の競争力 に薩面 した。そうしたなかで,

多 国籍企業 の間で 日本市場をめ ぐる行動 には,非 常 に大きな多様性がみ られた。

1967年 時 点の133社 の その後の動 きを追跡す ると,比 較的順調に リーディング企業

としての地位を打ち立てた企業,長 い試行錯誤の後で地位を確立 した企業 にたい し

て,不 振ゆえの撤退を余儀 なくされた企業,合 弁パー トナーとのコンフリク トを解

消できず撤退 した企業 もみ られた。撤退 した企業 には,所 期の目的を達成 した後に

キ ャピタルゲイ ンを求めて持分を売却 した企業,製 品のライフサイクルが成熟期に

入ったのを見届 けて投資を回収 した企業がみられた。多国籍企業の 日本投資にみ ら

れるこうした多様性 は,日 本におけるそれ ら各企業のもつ企業観や 日本において要

請された組織能力の構築の観点か らの解明の必要性を示唆 している。

キーワー ド 対 日直接投資企業,再 進出企業,持 続 と撤退,組 織能力

1課 題 と 方 法

多国籍企業の対日進出の歴史的背景

近代の社会経済,政 治,文 化,経 営の変化は,多 国籍企業をエ ンジンとして引き起 こされ

てきたことは周知である。 日本へはすでに幕末か ら貿易商社,海 運企業などの貿易関連企業

が日本へ進出 してきた。 もっとも製造企業の対 日進出はやや遅れ,1899年 か ら本格的に行わ

れるようになった。このように多国籍企業の対 日進出は,第2次 世界大戦中の時期を除いて
1)

連綿 として続 き,現 在に至 っている。 こうした観点にもとついて,多 国籍企業の対 日投資は,

経営史において重要なテーマのひとつ となっている。

本稿の視点

多国籍企業の対 日投資の歴史的研究は,主 として戦前 を中心 としておこなわれてきた。そ
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うした研究の大半は,多 国籍企業は日本の経済発展 に対 して,技 術移転を通 して質的に大き

なインパ ク トを もたらし,日 本の新産業の起点をな し,産 業高度化に大きな役割を果たして

きたこと,そ うしたなかで,そ れら多国籍企業は長期的な成長を実現す ることな く,日 本経

済の発展 とともにやがて 日本企業 に中枢企業 としての地位をゆずったこと,そ してそれは日

本企業の保護 ・育成を意図する日本政府による制限的ないし敵対的な外資政策とともに,業
2)

界の閉鎖性 に原因があることを説明 してきた。

たしかに,多 国籍企業にとって,日 本で遭遇 した競争的環境は,他 の外国では経験 したこ

とのないような厳 しいものであった。 日本企業は,技 術的な優位性を持つ多国籍企業に対 し

て,迅 速にキャッチア ップし,そ して優位性を逆転するぱあいが多かった。 しか し,そ うし

た厳 しい競争環境の下で,少 なからざる多国籍企業が日本で,長 期にわたって組織能力をつ

くり出し,そ れを高めていったことは注 目される。

日本で リーディング企業 としての地位を築 く多国籍企業が現れる半面で,失 敗 した企業も

み られた。多国籍企業が 日本においてあらわした経営成果の多様性には驚かされざるを得な

い。 こういった事実に注 目す ると,多 国籍企業の対 日直接投資の成否は,各 企業の経営主体

の問題解決能力の観点か ら分析することが必要なことに気づ く。 日本の外資政策や,日 本の

業界で歴史的に形成 されてきた取引慣行がもたらす参入の障壁は,日 本 における経営をとり

まく環境条件の一部分であり,多 国籍企業は進出先国におけるそうした問題を創造的に解決

していかなければならない宿命を負っている。多国籍企業にとって,母 国におけると同 じ程

度に活動 しやすい外国は存在 しない。母国でやってきたや りかたをそのまま外国へ導入 して

成功できるなどということは考えられない。 これは多国籍企業がかかえる本質的な課題であ

り,そ れを解決す る組織能力の構築が要請 される。そうした要請にこたえることができたか

どうかで,多 国籍企業の対 日直接投資の成否は規定されたと考え られる。

本稿の方法

本稿は,上 述の視点を持 って,多 国籍企業の対日進出の歴史的な鳥鰍を得ることをめざす。

1930年,1967年,2002年 の3時 点において,対 日投資を行 っていた多国籍企業を逐一確認 し,

それ らの推移を,戦 後を中心に説明する。 これら3時 点は,日 本経済の発展の観点から,次

のように位置づけられる。1930年 は,日 本経済が軽工業から重化学工業へ重心を移 しつつあ

った時期であ り,1967年 は,敗 戦後の復興期を経て,は じまった高度成長がその後半 に入 っ

た時期である。 日本が工業先進国へほぼ到達 した時期である。2002年 には日本経済はグロー

バル経済の中心的な担い手のひとつとなっている。この3時 点は,ま た外資政策の観点か ら

は次のように説明される。1930年 は,多 国籍企業の対 日投資が自由に行われた時代が終わり

はじめた時期であった。その後,外 資規制は強化 されていった。そ して戦後 もつづけられた
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外資規制が段階的に解除 され始めた時期が,1967年 である。 したが って,こ の1967年 の企業

リス トは,規 制時代に対 日直接投資を行った多国籍企業を表 している。やがて1980年 からは,

多国籍企業の対 日進出ははぽ完全に自由となり現在に至 っている。

ここで対象 とす る多国籍企業は,世 界の上位500位 以内に入る鉱工業の ビッグビジネスで

あり,い うまで もな く日本企業を除いた企業である。世界500位 以内に入 る鉱工業企業は,

日本企業をのぞいて,1930年477社(資 産額基準),1967年457社(売 上高基準),2002年392

社(売 上高基準)で ある。(表1-1)そ うした外国企業の うち,日 本へ進出してきた ものの

数は,1930年29社,1967年133社,2002年176社 であった。(表1-2)1930年 の進出企業29社

は表2-1に,1967年 時点の進出企業133社 は表2-2に 示 されている。

表1-1世 界 最大500社(鉱 工業)の 出自国,1930年,1967年,2002年

1930年 1967年 2002年

母国
日 本 23 43 108

外 国 477 457 392

合 計 500 500 500

圧

1.規 模 の基準 は,1930年 は資産額,1967,2002年 は売上額。

2.1930年 時点の ドイツ企業の資産額は,チ ャン ドラーのラ ンキ ングでは過少評価 されて い

ると考えて,ア メリカ鉄鋼企業の生産1ト ンあた りの資産額 を求め,そ れを基準 に算定

した。

資料

1.1930年 は,次 を用いた。Moody'sMannuaL1931.

A.チ ャン ドラー(訳 書)『 スケール ア ンド ス コープ』1993年,巻 末付表。

経営史学会編 『日本経営史 の基礎知識』2005年,巻 末付表。

2.1967年 は,次 を用いた。F徽 ㎎1968,Sept15

3.2002年 は,次 を用いた。IndustrialWerk,2003,IW10001ist.

i1一 ワ 針R済 増…雄 瞥 イト堂 猶r(eTkTIS!1「}_19.9fift… 三.1967年.2002年

単位:企 業数

1930年 1967年 2002年

対日直接投資企業 29(477社 の6%) 133(29%) 176(45%)

トップ500位 に入 る外国企

業総数
477 457 392

1,外 国企業数 は,表1-1に 基づ く。

2,対 日投 資企業については,次 に基づ く。

1930年 について。 拙稿,「 グローバル企業 の対 日投資一 回顧 と展望一 」現 代経営学研究会 『ビジネス ・イ ンサ

イ ト』第33号,2001年 春季号。表2-1,対 日投資企業(1930年)。

1967年 につ いて。 表2-2,対 日投資企業(1967年)。

2002年 について。筆者デ ータベ 「ス,「 対 日投資企業(2002年)」 これは,IndusthatWeek"IW1000",お よび東洋

経済新 聞社 『外資系企業総覧,2003年 』2003年 に もとつ く。
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本稿のね らい

本稿の課題は,次 の2点 に絞 り込まれる。第1に,第2次 大戦後の多国籍企業の対 日直接

投資を,戦 前か らの連続性をふまえて位置づける。第2は,1967年 時点の133社 について,

その後2002年 にいたる期間の行動を追跡す ることによって,多 国籍企業の対 日投資行動に見

られる多様性を,存 立と撤退の観点か ら確認する。

2再 進出と新規参入

2.1政 治経済的環境

敗戦 とともに進駐 してきた連合国占領軍の政府は,破 壊されている日本の経済を産業民主

化の方針に沿って再建 しようと企てた。 そうした観点に立 って経済力が一部の家族や企業に

独占的に集中 している実態を改め,産 業の民主化に向けて財閥解体などの諸施策を講 じた。

対日進出して くる外国企業を,日 本経済の復興 と発展に貢献 させ るにはどのようにコントロ

ールするべきかといった観点で
,新 しい法律が作 られたのは1950年 であ り,そ れが外資法で

あった。外資法ができるまでに,日 本で事業を再開することができたのは,戦 時中にも収用

を免れた中立国企業のNestle,官 庁における行政事務の処理のための機械を供給するIBM

など一部の例外的企業であった。

多国籍企業の技術や経営 ノウハウは,日 本企業,日 本の政府にとって垂挺の的であった。

戦時中の 日本では兵器関連産業を除けば,技 術開発はほとんど進まなかったので,多 国籍企

業のもつ技術は,日 本が欧米にキャッチアップするたあに重要な意味を持つと考え られてい

た。他方で,多 国籍企業は事業進出のための直接投資ない し技術ライセンシングの方法で日

本市場へ進 出する機会をうかがった。こうしたなかで,日 本政府は日本経済の復興 と発展の

ために多国籍企業の進出を最 も効果的に活用するために,種 々の工夫をした。その もっとも

重要な手続 は,通 産省における外資審議会における審査であった。いうまでもな く審査プロ

セスには,日 本の産業界の意向が反映された。 こうした審査 に合格 した案件は,日 本企業 と

の合弁事業 に限られた。外資規制の緩和 は,1960年 代後半からとなった。1967年 ,外 資法の

下で,第 一次 「資本自由化」措置が とられはじめ,そ の最後 となる第5次 「資本 自由化」措

置がとられたのは1973年 であった。そして外資法それ自体が廃止 されたのは,1979年 となっ

た。

もっとも,そ の間の1950年 代か ら1960年 代前半にかけては,あ る一定の条件を満たせば,

日本への直接投資は自由に行 うことができた。その条件とは,投 資の元本と利益を ドルに換

えて本国へ送金をおこなわないとい う条件を受け入れることであった。当時,日 本経済は毎

年の国際収支の赤字 に直面 してお り,外 貨準備は枯渇 していた。そこで政府は,外 貨準備に

余裕ができるまで外貨交換性を留保する規制政策 をとったのである。そうした下で,1953年
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に日米友好通商航海条約が締結され,内 国民待遇による事業活動がアメリカ企業に認められ

た。すなわち,本 国への送金規制を条件として外国企業の100%所 有の子会社 を設立するこ

とを許可 した。 日米友好通商航海条約に基づ くこうした措置 と同 じ内容をもつ円会社法が

1956年 制定 された。当時の外資系企業の大半は円会社法にもとつ く円会社であった。1964年,

日本がIMF八 条国へ移行 し,外 貨規制を自由に行使することができなくなるとともに,同

法はその役割を終えた。

日本の復興期か ら高度成長期 にかけての日本市場に,多 くの多国籍企業は注 目した。それ

らは新技術をもち,そ うした優位性を日本で使い実現 しようと企てた。技術提携の戦略でロ

ヤリティを獲得する方法を選択する多数の企業がある一方で,直 接投資により日本市場へ参

入 して くる企業は毎年多数 に上 り,1967年 時点では世界最大500社(売 上高基準)に 入る外

国企業457社 のうち133社 を数えた。

2.2再 進 出企業

敗戦後,多 国籍企業 の対 日直 接投資 が再 開 され たが,そ う した企業 は,日 本 へ再 進 出 して

きた多 国籍 企業 と,戦 後 にな って 日本へ初 めて進 出 して きた多国籍企業 の,二 つに分類 でき

る。1967年 時 点 で対 日直接 投資 を行 っていた多 国籍企業 は,上 に述 べ たよ うに133社 を 数 え

る。そ の うち,開 戦時 に 日本 へ直接投資 を行 っていた企業 は,24社 を数 え た。 中立 国企業 と

同盟国企業 とを除 いて,そ れ らが戦後 まず行 わなければな らなか った ことは,戦 時収用法 に

基 づ いて収 用 され た資産 の返還 を請求す ること と,収 用 によって こうむ った とみな され る損
3)

害 賠償請 求で あった。 そ うした問題が法律 的 に解決 され るには,1960年 こ ろまでかか ったが,

そ の間 に大 半 はす でに 日本 での事業 を再 開 していた。

1967年 時 点で リス トア ップ され る企業 の うち,戦 前,日 本事業 を経 験 した企業 は,次 のよ

うなタイ プに分類す ることができ る。 第1に,1930年 時 点で,世 界 トップ500位(資 産額基

準)に は いる29企 業 の うち,1967年 時 点で対 日直 接投 資を行 っていた企業 は次 の17社 があげ

られ る。B.F.GoodrichCo.ChryslerCorporation.DunlopRubberCo.Genera1ElectricCo.

1.G.FarbenindustrieA.G.CoatsPaton(1961年,J&PCoatsが 社 名変更).Libbey-Owens-Ford

GlassCo.Nestle&Anglo-SWissCondensedMilkCo.RadioCorporationofAmerica.Shell

Transport&Trading.Siemens&HalskeA.G.Siemens&SchuchertwerkeA.G.SingerManu-

facturingCo.StandardOilC().ofNewYork(1967時 点 で はMobilOi1).St.RegisPapers.

Unilever,Ltd.VacuumOilCo.(表2-1)第2は,1930年 の 世界 トップ500社 に はい るが,対

日投資 を一時的 に行 な った後,す でに1930年 前 に 日本か ら撤退 を して して しまっていたが,

敗 戦後 再進 出 して きた企業 である。 そ うした企業 には,ICIとTexacoが あ る。ICIは,1929

年,NobelDynamiteTrustとBrunnerMondの 合 併 に よ って設 立 され た力弍,そ の前 身企 業
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表2-1対 日投省企業(1930年)

企業名
順位

(500

社)

出自
国

産業

(SIC

2桁)

投資年 子会社名(1930時 点)

持分
比率(
1930
年時
点)

備考

1 AmstmngW』 触oτthS㏄ ㎞tiesCo.,Ltd. 449 U.K 輸送機 1907 日本製鋼所 [50]

2 B.F.Goo面chCo, 80 U.S ゴム 1917 横浜護護 50

3 脱boock&Wi:◎ αx,Ltd. 235 UK 機械 1908 東洋パブコック 60

4 ChτysierCOゆ. 66 U.S 輸送機 1927 「㈱共立自動車」 n,a

5 CoI醜mbbGτaphop}LoneCo.,Ltd. 484 U.K 電機 1927 日本 コロム ビア 59

6 DunlopRubberCo.,Ltd. 89 U.K ゴム
1909 日本ダンロツブ護瞑 100 1908年.Ing隠m社 を通

して,日 本イングラム護

護への投資経験あり。1920 日英自転車製造 50

7 FαdMotorCo, 8 uS 輸送機 1925 「日本フ才一 ド」 100

8 GeaeI為!Eled頃cCo. 22 U.S 電機
1909 芝浦製作所 24

1905 東京電気 55

9 Gener組MotorsC⑳. 3 uS 輸送機 1927 「日本ゼネラルモークース」 100

10 1.G.Fa「benindustdeA,G, 5 Ge㎜y 化学

1924 「独逸染料(合 名)」 262

1925 「アグファ(合 名)」 100

1927
「バイエル 。マイステル ・ル

チウス(合 名)」
100

n.a 「バー ・アレンス継続社」 n。a

11 htema廿on誠Telephone&Teleg祀phCo, 18 US 電機 1925 日本電気 59

12 J.&P,Coats,L匡d。 49 UK 繊繕 1907 帝国製糸 60

13 J.P.BembergA.G. 424 ㎞y 化学 1929 日本ペ ンベルグ絹糸 29.5

14 Libbey。Owens。Fo買1G!assCo, 306 US 窯業 1919 日本板硝子 333

15
Nesde&An砂 かSwissCondens6dMilk

Co.
163
S噺臣er・

㎞d
食品 1913

「ネ ッスル ・ア ンド・アング

ロスイス日本支社」
100

16 Ra面oCoΦ.ofAmedca 75 uS 電機 1927 日本 ビクター蓄音機 100

17 She1!Transport&TτadingCo. U.K 石油 1900 「ライジングサン石油」 100

18 Siemens&HalskeA,G. 71 Ge皿 鋤y 電機
玉919 後藤風雲堂 10

1923 富士電機製造 [30]
19 68 電機 1923 富士電機製造 [30⊃S三emens・Sch曾 欲駅・fwor如A.G. G㎜y

20 67 uS 機械 1900 「シンガーミシン日本支社」 100SingerM21・ ・1旛`2・r【i曙Co,

21 St.RegisPaperCo. 131 U.S 繕 1927 東洋紙袋 99.4

22 S鞍mdardOilCo.ofNewYork 1f US 石油 1892こ ろ 「ソコニー日本支社」 100

且900年,イ ンターナショ

ナル石油設立,同 杜 を

1911年売却の経験あり。

23 Unilever,Ltd, 14
UK!
N姻 化学 玉910 「リーパ兄弟商会」(1926) ユ00

1910年 日本 リーバブラザ
ース㈱設立

,1925年 撤退
の経験あり

24 VacuumOilCo.』 46 U.S 石油 1893 「ヴァキュームオイル日本支社」 100

25 VeI覧ei皿igteG㎞stσ 丘」FabdkenA,G, 118 鋤 化学 1922 旭絹纈 20

26 Vick㏄3,Ltd. 121 UK 輸送機 1907 日本製鋼所 [50〕

27 Wes㎞Electr垂c◎Q.,Ltd. 28 U.S 電機 1929 東洋ウェスター ン電気 na

1899年,日 本電気股立,

同社を1925年 【π へ売却
の経験あ り。

28 We蕊inghouse鰍BrakeCo. 167 U,S 輸送機 1928 ㈱京三製作所 20
WestemS繍chandSig・

面 を通 じて投資

29 WestinghouseElec頃c&Manll飽 α面 ㎎(め. 43 U.S 電機 1923 三菱電機 10

合計 29社 35社

塗 診劇1■'」2,聰'置1A∩ ■
り,

2.拙 稿 「戦前 にお ける外 国企業の対 日投資 一一二 次文献 の調査 にもとついて一 」京 都産業大学 『経済経営

論叢』 第26巻 第2号,平 成3年9月

3.拙 稿 「グ ローバル企業の対 日投 資」『ビジネ スイ ンサイ ト』2000年3月,表2。

注

1.産 業分類 は,U.S.OthceandBudget,SlandardIndusin'alClassicationMannteal,1992(A.チ ャン ドラー(訳 書)

『スケール 。ア ン ド・スコープ』1993年,p,547).以 下 の表 の産業分 類 もこれを用 いる。

2.子 会社 の ビジネスが商業の場合 は 「 」 を付 した。

3.持 分 において,支 店,支 社 は,親 会社 の持分100%と 表記 した。

4.持 分比 率において,[]は,同 系会社 の出資比率を合 計 した数値を表す。

5.UnileverとShellの 母 国は,イ ギ リス 。オ ランダと してあつ か った。

6.ShellTransportandTradingCo,は,製 造企 業 として扱 った。
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NobelDynamiteTrustは,1919年,Arrnstrong&Whitworthと と もに,日 本火 薬 を設立 した

経 験 を持 って いた。 ま たTexacoは,1920年 代 にすで に撤 退 していた。 第3は,1930年 時 点

で世界 トップ500社 に ラ ンクされ るが,同 年 に は対 日直接 投資 を行 ってお らず,翌 年 の1931

年 以 後,太 平 洋戦 争 開戦 までの間 に,対 日直 接投 資 をお こな った企業 で あ り,そ れ らに は

ALCOA,TideWaterAssociatedOil,OtisEievator,NCR,IBMの5社 があ る。ALCOAは,

1931年rUucanを 通 じて,住 友 アル ミニ ウム に資本 参加 した。TideWaterAssociatedOilCo.

は1931年 三 菱石 油 を,Otisは1932年 東 洋 オ ーチ スエ レベー ターを,NCRは1935年 日本 金銭

登録機 を,IBMは1937年 日本 ワ ッ トソ ン統 計会計機 械㈱ を設立 した。

第4は,1930年 時 点 で世 界 トップ500社 に は入 らな か ったが,日 本 へ直接投 資を行 って い

た企業 であ る。 そ う した企 業にはCarrierEngineeringCorp.とL'1騒rLiquideの2社 があ る。

Carrierは1930年 東 洋 キ ャ リア工業㈱ を設 立 し,L'AirLiquideは1910年 大 阪 の大阪 鉄工所 内

で溶接酸素 の製造 を始 め,1930年 に は 日本法人 の帝国酸素 を設立 した。

2.3新 規進出

上述の再進出企業よ りもはるかに多 くの新規進出企業がみられた。それらは,ア メ リカ企

業が大半を占めた。

とりわけ消費財企業には,連 合軍の進駐 とともに,そ れへの兵帖をになうために日本進出

し,平 和条約締結後 に民需市場へ進出 して きた ものがみ られることは注 目され る。Coca

ColaCo.,GeneralFoodsCorporationは そ うした企業 である。 こうした例は,政 治軍事的な

要因が,多 国籍企業の対外直接投資の大きなきっかけとなったことを示 している。

31967年 時点の対 日直接投資企業の特徴

3.11967年 時点の進出企業

多国籍企業の対 日投資は,1950年 の外資法の制定以後,時 期を下 るに従 ってますます盛ん

になってい った。戦前をはるかに上回る数の企業が,戦 後になって対日直接投資を してきた

のであった。外資自由化のプログラムが始 まる直前の1967年6月 時点には,前 述 したように

世界最大500社 に入 る外国企業で対 日投資 を行な っていた企業は133社 に及んだ。(表2・-2)

いうまで もな くこれ らの中には,第2次 大戦後一時的に進出 したけれどもすでに1967年 以前

に撤退 していたものは含まれておらない。

これ ら133社の特徴を,い くつかの視点か ら以下で把握 してみたい。

3.2持 分比率の低下

1967年 時点の対 日投資企業133社 の子会社総数は186社 であり,そ のうち出資比率が判明す
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一

」一㌧ 、 ■ ノ

整
理番

号

企業名

世界
にお

ける
順位

出自国 産業分野
(SIC2桁)

在日子会社名
(0は 設立年,な いし資本参加年)

最初
の投

資年

親会社

の存続
・消滅

(1968
～2002

年)

日本事

業の存

続ない

し撤退

(1968
～2002

年)

備考1

1 AbbottLabo田tories 270 u5. 化学 ㈱ダイナポットラジオアイソ トープ研究

所(1961);〔 日本アボ ッ ト](1964);

[サンアボッ ト](1966)

1961 存続 存続

2 Addressog脇fMultieg㎡Coゆ, 233 U.S. 機械(電
機を除く)

「日本ア ドレソグラフ ・マルティグラフ

㈱(195?)」

1957 存続 撤退

3 Ag血 一GevaertGroup 391 Gemlany 化学 「日本アグファゲバル ト㈱」(1950) 1950 存続 存続

4 AlucanAluminium 146 Canada 一次金属 東洋 アル ミウム(1931);日 本軽金属

(1952)

1931 存続 存続

5 AluminumCo.ofAmerica 56 uS. 一次金属 古河アルミニウム工業㈱(1959) 1921 存続 存続

6 ㎞ericanCanCo. 45 u£. 加工金属 ㈱ 日本デキシー(1964):日 本 レダ リー

(1953)

1964 被買収

7 Ameh㎝CyanamidCo. 94 u£. 化学 「日本サイアナ ミッ ド㈱」(1950):日 本

レダ リー(1953)

1950 被買収

8 AmedcanHomeProdu(嘘sCoゆ 86 U.S. 化学 日本ワイス(1957) 1957 存続 存続

9 AmedcanMetalCli㎜xhlc. 179 U.S. 一次金属 [日本 クライマックス 。モリブデ ンデベ
ロッブメント㈱〕(1961)

1961 不詳

10 AmehcanSmelting&Re匠ningCo. 170 U,S. 一次金属 ㈱ ジ ャパ ン 。メ タル フィニ ッシ ング

(1964)
1964 存続 存続

11 AmedcanS㎞dardInc, 147 U.S. 加工金属 富士精工㈱(1964) 1964 存続 撤退

12 Amlour&Co. 34 U,S. 食品 東洋測器㈱(1954);ラ イオ ンアーマー

㈱(1963)

1954 被買収

13 BASF(BadischeAnjll血undSoda-

Fabrik)

89 Ger㎜y 化学 「バーディシェ染料化学品㈱」(1949):

油化パーデッシュ㈱(1962)

1924 存続 存続

14 Bayer(FarbenセbhkenBayer八G.) 66 Gαmany 化学 日本特殊農蕊型造㈱(1941);「 パイエル

ジャパ ン㈱」(1960);[バ イエル薬品㈱]

(1962)

1924 存続 存続

15 Be11&HowellCo. 297 U.S. 精密機器 日本映画機械㈱(1958) 1958 存続 撤退

16 Borg・WamerCoτP。 92 U,S. 輸送機器 宇部サイ コン㈱(1963);三 菱 ヨーク㈱

(1964);エ ヌ・エス ・ケー ・ワーナー㈱

(1964);椿 本モールス㈱(1965)

1963 存続 存続

17 Bdstol-MyersCo. 123 U.S. 化学 [㈱ブ リス トル万有研究所](1961);「 日
本 ブリス トル・ラボラ トリーズ㈱」(1963)

1961 存続 存続

18 BrownBoved&Co.,Llc. 162 Switze卜

1and

雷気 ・電

子機器

「日本ブラウンボベ リ㈱」(1967) 1967 存続 存続

19 BrunswickCOIp. 223 U.S. その他の
製造業

「日本 ブランスウィック㈱」(1961) 1961 存続 存続

20 CaπierCorp. 197 U.S. 機械(電

機を除 く)

東洋キャリア工業㈱(1951) 1951 被買収

21 CateτpillarTra㏄or 48 U.S. 機械(電
機を除く)

キャタピラー三菱㈱(1963) 1963 存続 存続

22 Ch=yslerCo=P. 5 US. 翰送機 「新生 自勤車㈱」(1953) 1927 存続 撤退

23 CIBA.Ltd. 263 Swit2er・

1a1療

化学 チバ製品㈱(1952):旭 チバ㈱(1966) 1952 存続 存続

24 αdesServiceCo. 54 U.S. 石油製品 「コロンビアカーポ ン(日 本)㈱ 」(1966) 1966 被買収

25 C㎞kEqゆment 176 U.S. 機械(電
機を除く)

東洋運搬機㈱(1957) 1957 存続 撤退

26 CoatsPaton B撤 函n 繊経製品 帝国製糸(190?) 1907 存続 撤退 1961年

1&PCoa魑
を社名変更

27 CocaCda 78 U.S. 食品 日本 コカコーラ㈱(1957) 1957 存続 存続

28 Colgate&P訓moUveCo. 81 U.S. 化学 日本コルゲー ト・パルモ リーブ㈱(1961) 1961 存続 撤退
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29 Combus樋ogEngineeringInc. 130 U.S, 加工金属 [日本ル ンマス㈱](工963) 1963 不詳

30 Contine商10ilCo.Ltd. 35 uS, 石油製品 束洋コンチネンタルカーボ ン㈱(1953);
「アルフォール販売(有 限)」(1963);日

産コノコ㈱(1964)

1953 存競 撤退

31 ComProductsCo. 74 U.S. 食品 クノール食品㈱(1963);ベ ス トフーズ

㈱(1963)

1963 被買収

32 C。mingGlassWorks 198 U.S. 窯業 富士高分子工業㈱(1957);岩 域硝子㈱

(1965);ト ー レシリコーン㈱(1965);
信越半導体㈱(1967)

1957 存続 存続

33 DelMonteCoΦ 1銘 U.S, 食品 日本カルパック㈱(1963) 1963 被買収

34 DiamondShamr㏄kCoΦ. 207 U,S. 化学 日本 ノブ コ㈱(1962);サ ンノブコ㈱

(1966)

1962 被買収

35 DowCh㎝ica1 53 U,S, 化学 旭ダウ㈱(1952) 1952 存続 存続

36 DresserIndus㎞eslnα 158 U,S, 機械(電

機を除く)

「日本 クラーク㈱」(1961) 1961 存続 存続

37 DuPont(E.i.)deN㎝ours&Co. 13 U.S. 化学 三井 ポ リケミカル㈱(1960);昭 和ネオ

ブ レン㈱(1960):三 井フロロケ ミカル

㈱(1963);東 洋 プロダクツ㈱(1964)

1960 存競 存続

38 DunlopRubbeτCo.Ltd. 109 Britain ゴム 住友 ゴム工業㈱(1909) 1909 存続 撤退

39 EmerSDnE重ec面c 217 U.S. 電気 。電

子機器

アイチエマソン電機㈱(1964) 1964 存続 存続

40 Ethy置Co恥 182 U.S. 化学 東洋エチル㈱(1967) 1967 存続 撤退

41 FirestoneT仕e&RubberCo. 37 U.S. ゴム オーツタイヤ㈱(1961) 1961 存続 撤退

42 FMCCorIL 58 U.S. 化学 東海電化工業㈱(1959);フ ッドマ シナ
リー(ジ ャパ ン)㈱(1960)

1959 存続 存続

43 FosterWkeelerCoΦ. 208 U.S. 機械(冤

機を除 く)

[石川島フォスターウィラー㈱](1957)
.

1957 存続 腿

44 FnlehaufCo. 242 U.S. 輸送機 日本 フルハー フ㈱(1963) 1963 存続 腿

45 GeneralAmedcanTransportationCα 234 U.S. 輸送機 東洋 ピーケー㈱(1962);[日 本ガデック
ス㈱](1966)

1962 存続 撤退

46 GeneralEi㏄ ㎞cCo. 4 U.S. 電気 ・竃

子機器

日本ゼネラルエレクトリック㈱(1960):

東芝エレクトリックシステムズ㈱(1963);

ゼネラルエアコン㈱(1966);ニ ホンニ

ュークリアフユエル㈱(1967)

1905 被買収 存続

47 GeneralFbodsColP. 40 U.S. 食品 ゼネラルフーズ㈱(1954) 1954 被買収

48 GeneralMillsI血c. 146 U.S. 食品 森永ゼネラル ミルズ㈱(1965);第 一ゼ

ネラル(1966)

1965 存続 撤退

49 Genera1Pr㏄isi㎝E嘩 虹pmenthlc. 187 U.S. 精密機器 三菱 プレシジョン㈱(1962) 1962 被買収

50 GeUyOilCo. 79 uS. 石油製品 三菱石漉㈱(1951) 1951 被買収

51 GilleUeCα 199 U,S, 「ブラウンエレク トリックジャパ ン㈱」

(1962)

1962 存続 存続

52 G且enAld㎝CorP 160 U.S, ア イ エ ル シ ー ・ニ ッポ ン㈱(1965);ラ

ック スタ ー㈱(1966)

1965 被買収

53 Goo面ch(B.F.)Co. 83 U.S. 横浜ゴム㈱(1917);日 本ゼオン㈱(1950) 1917 存続 撤退

54 GoodyearT聾e&R曲berCo. 22 U.S. 日本 グッドイヤー㈱(1952) 1952 存続 存統

55 Grace(W.R.)&Co. 43 U.S. 化学 ダブリュー ・アール・グレイス㈱(1960);

富士デヴィソン㈱(1965)

1960 存続 存続

56 G皿f&West㎝lndus面es㎞c. 135 U.S. 一次金属 「光洋バ ンノルマン㈱」(1963) 1963 被買収

57 G山OilCoΦ 9 U,S. 石油製品 [パ シフィック ・ガルフ ・オイル㈱〕
(1959)

1959 被買収

58 Hein露,(H↓)Co. 129 uS. 食品 日魯ハインツ㈱(1961) 1961 存続 存続

59 Hercules 136 U,S, 化学 帝人ハーキュレス㈱(1963);ハ ーキ ュ
リーズ ・ファーイース ト㈱(1963)

1963 存続 撤退

60 Hoe面st(Farbmer医e)汽 ◆G◆ 54 Gemany 化学 「ヘキス ト・ジャパンリミテッド」(1956);
ヘキス ト合成㈱(1962);「 ヘキス トプロ

ダクツ㈱」(1966)

1924 存続 存続

61 H。neywem(MinneapdisH。ne"ell

RegubterCα)

?7 U,S. 化学 山武ハネウェル計器㈱(1949) 1949 存続 存続
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62 LC.1.(㎞per減Chemiα 皿】㎞dustries) 25 Brita㎞ 化学 アキレスフォームボー ド㈱(1966) 1966 存続 存続

63 IndeanHeadInc. 2?9 U.S, 繊維製品 日本 ヴィ・エス ・エム ・エフ㈱(1966) 1966 不詳

64 hgerso1レRandCo. 1?8 US, 機械(電
機を除く)

「日本イ ンガソールラン ド㈱」(1963) 1963 存続 存続

65 hterchemicalCorレ 275 U.S, 化学 東洋イ ンキ製造㈱(1963) 1967 被買収

66 1就ema樋o面BusinessMad緬nes 7 uS, 機械(電
機を除く)

日本アイ ・ピー 。エム㈱(1937) 1937 存続 存続

67 ㎞temadona且Ha1マester,Co. 26 U.S, 機械(電
機を除く)

小松イ ンターナショナル製造㈱(1965) 1965 存続 撤退

68 IntemationalNid【dCo.of(為nadaLtd. 200 Canada 一次金属 東京ニ ッケル㈱(1965) 1965 存続 存続

69 KaiserAlum㎞um&Chemic訓(ン 即. 115 U.S. 一次金属 スカイアル ミニウム㈱(1964) 1964 存続 撤退

70 KellogsCo. 194 U.S. 食品 日本ケロッグ㈱(1962) 1962 存続 存続

71 KimberlyClarkC岬. 131 uS. 蔽 十条キ ンバ リー㈱(1963) 1963 存続 撤退

72 K10d【nerHumboldtDeutzA.G. 412 Gemany 機械(竃

機を除く)

三井 ドイツディーゼルエ ンジン㈱(1963) 1963 不詳

73 L'AifLiq血de 242 France 化学 テイサ ン(1930) 1910 存続 存続

74 LearSiegler 213 US. 電気 。電

子機器

関東航空計器㈱(1962) 1962 存続 撤退

75 L{bbyMcnem&Libby 245 U.S. 食品 「日本 リビー㈱」(1965) 1965 被買収

76 LittonIndustrieshc. 44 uS. 機械(電

機を除く)

「東洋 ウェス トレックス㈱」(船) n訊 被買収

77 Ma血nM誕{ettaCα 【P. 127 U.S. 輸送機 日曹マスタービルダーズ㈱(1960) 1960 存続 撤退

78 McDonnellDouglasCorμ 16 U.S. 輸送機 [日本マク ドネル ・ダグラス㈱](1958) 1958 被買収

79 Merck&Co.Ltd. 163 U.S. 化学 日本メルク万有㈱(1954) 1954 存続 存続

80 Mi磁alld-RossC⑳. 248 U.S.' 機械(冠

機を除く〉

中外炉工業㈱(n.a) na 被買収

81 MinnesotaMining&Manu㎞ngCo. 65 U.S. 精密機器 住友ス リーエム㈱(1961) 1961 存続 存続

82 MobilOi1 6 U.S. 石油製品 モー ビル船舶㈱(1931):東 亜燃料工業㈱

(1950);モ ービル石油(196D:中 央開発
工業㈱(1963);極 東石油工業㈱(1963)

1892 存続 存続

83 MonsantoCo.(MonsantoCh㎝ical

Co.)

41 US. 化学 三菱モンサ ント化成㈱(1952) 1952 不群

84 MooreCo1P.Ltd 441 Canada 印刷 。出

版

ト ッパ ン ム ー ア ・ビ ジ ネ ス フ ォー ム ㈲

(1955)

1955 存続 撤退

85 MotorolaInc. 140 U.S. 電気 ・電

子機器

「モー トローラサー ビス㈱」(1962):ア

ルブスモ トローラ㈱(1967)
1962 存続 存続

86 Nadona1(泊shRegisterCo. 89 uS. 機械(電

機を除く)

日本ナショナル金銭登録機㈱(1935) 1935 被買収

87 Nestle 49 Switzer・

land

食品 ネッスル 日本㈱(1933) 1913 存続 存続

88 No曲ropCo. 181 U.S. 輸送機 神鋼ノースロッブ㈱(1963) 1963 存続 撤退

89 0且㎞MathesonChem重ca1Co叩. 97 U.S. 化学 オ リン晃竃社㈱(1961) 1961 存続 存続

90 OlivetU 256 Italy 機械(竃

機を除く)

「日本オリベ ッティ㈱」(1961) 1961 不詳

91 OtisElevatorCo. 189 U,S. 機械(電

機を除く)

東洋オーチスエ レベーター㈱(1951) 1951 被買収

92 Ch猷ens■Coπ 血gFiber9㎏ssCorP. 225 U.S. 窯業 旭ファイバーグラス㈱(1956) 1956 存続 撤退

93 Owens・mjnois!nc. 88 uS. 窯棊 佐々木オーエンス硝子㈱(1966) 1966 存続 撤退

94 Pepdco(Pep訂 。ColalnG) 137 U.S. 食品 日本ベブシコーラ㈱(1959) 1959 存続 存続

95 P盛zer(Chas,)C。lp, 138 U.S, 化学 台糖ファイザー㈱(1953) 1953 存続 存続

96 PhihpsGloei璽a・1・pen血b竃ie匙u、N潭. 34 Nether・

1ands

電気 ・電
子機器

松下 電子工業㈱(1952);工 業振 興㈱

(1956)

1952 存続 撤退

97 PhilipsPe管01eu疏Co, 36 U.S. 石油製品 「フィリップ ・スペ トロリウム ・インタ
ーナショナル㈱」(1959);エ ーエーケ ミ

カル㈱(1964)

1959 存続 存続
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98 PolaroidCo【P 230 U.S. 精密機器 「日本ポラロイ ド㈱」(1960) 1960 存続 存続

99 PPGIndus面esbc.(PittsburghPlate

GbssCo.)

93 U.S, 窯業 旭ベンケ ミカル㈲(1966) 1966 存続 存続

100 RadlσCoΦo澗doπ σfAmedca 15 US. 電気 ・電

子機器

[ア メ リカ ・エレク トロニ ックエ ンター

ブライセスリミテ ッド㈱](1954)

1954 被買収

101 RaytheonCo. 71 U.S. 電気 。電

子機器

新 日本無絵㈱(1959) 1959 存続 撤退

102 RexallDnlg&Chemi(a見Co. 161 U.S, 化学 [マルピーライカー㈱](1966) 1966 不詳

103 ReynoldsMe国sCo. 107 U,S, 一次金属 三菱 レイルズアル ミニウム㈱(1962) 1962 存続 撤避

104 RioTintかZ㎞c 255 Bdtain 一次金属 [リ オ ・テ ィ ン ト ・ジ ィ ン ク ・ジ ャパ ン

㈱](1966)

1966 存続 撤退

105 Rohm&HaasCo. 226 U.S. 化学 東京有機化学工業㈱(1956);日 本 アク
1」ル化学㈱(1962)

1956 存続 存続

106 RoyalDutsch〆Shen 4 Neither・

1andsl

B【i面n

石油製品 昭和石油㈱(1950);「 シェル石油㈱」
(1958):「 シ ェル化 学製 品 販 売㈱ 」

(1963)

1900 存続 存続

107 Sandoz 310 Swit2er・

bnd

化学 「サン ド薬品㈱」(1960);「 サン ド㈱」

(1966)

1960 存続 存続

108 ScottPaperCo, 142 US. 縦 山陽スコッ ト㈱(1961) 1961 存続 撤退

109 Siemens 44 Ge㎜y 電気・電
子機器

日本 グラモフォン㈱(1953);[シ ーメン

ス日本㈱](1965)

1923 存続 存饒

110 Si㎎erCo. 69 uS, 電気・電
子機器

パ インミシン製造㈱(1957) 1900 破産

111 Spe1τy㎞dCo=P. 46 U.S. 電気・電
子機器

㈱東京計器製造所(1948);「 日本レミン

トンユニバ ック㈱」(1958);沖 ユニパ ッ

ク㈱(1963)

1948 被買収

112 SqUbbBe㏄h・NutLlc, 15三 U.S, 化学 「日本スクイブ㈱」(1960) 1960 存続 存続

113 St・RegisPapeτCo, 125 U.S, 緩 「極東 クリーマリー ・パ ッケージ製造㈱」

(1963)

1963 不詳

114 s㎞ 〔㎏rdOil(C出.) 12 U.S. 石油製品 興亜石油(1950);日 本石油糟製㈲(1951) 1950 存続 存続

115 StanぬrdOil(㎞d,) 17 U.S, 石油製品 古河化学工業㈱(1961) 1961 被買収

116 S㎞ 姻Oi1(N↓) 2 U.S. 石油製品 東亜燃料工業㈱(1950):「 エ ッソスタン
ダ ー ド石油㈱」(1961);日 本 ブチル㈱

(1967)

1893 存続 存続

117 Stau価erChemica互Co, 203 uS, 化学 ㈲東洋ス トウファーケ ミカル(1966) 1966 被買収

118 SヒedingDrugInc. 192 U.S, 化学 新潟 ジンプロ㈲(1964) 1964 被買収

119 StudebakerWorU血lgtonInc. 118 U.S. 電気・竃
子機器

新潟ウォシン トン㈱(1953) 1953 被買収

120 Su㎏erBrothersLtd. 484 Switzer・

㎏nd

機械(竃

機を除く)

スルザーブラザース㈲(1959) 1959 存続 存続

121 S岨OilCo. 67 U.S. 石油製品 「日本アヴィクィッポ㈱」(1960);「 日本
サン石油㈱」(1966)

1960 存続 存続

122 Sw雌t&Co. 20 uS, 食品 「アデカ ・スウィフト化学㈱」(1965) 1965 存続 撤退

123 Te翼acoInc. 8 U.S. 石油製品 興亜 石油㈱(1950);日 本石油精製㈱

(1961)

1950 被買収

124 TimeInc. 174 U.S. 印刷 ・出

版

ダイヤモンドタイム社㈱11963) 1963 被買収

125 TRW(ThompsonRamoWoodridge

Inの

80 U.S. 電気 ・電

子機器

三菱テーアルダブリュー㈱(1962);ミ

ツミシンチ㈱(1967)

1962 存続 存饒

126 Unilever 8 Bdt証n!

Nether-

】ands

食品 豊年 リーバ㈱(1964) 1964 存続 葎続

127 UnionCarbideCoΦ. 25 U.S. 化学 日本ユニカー㈱(1961) 1961 被買収

128 UnionOilCompanyofCali`om始 51 U.S, 石油製品 丸善石油㈱(1963) 1963 存続 撤退

129 Uniroy記Inc. 63 U.S. ゴム 日東タイヤ㈱(n.a);住 友ノーガタ ック

㈱(1963)

n,a 不詳

130 UnjtedShoeMach画 アCoい 283 uS. その他の

製造業

ボスチック・ジャパ ン㈱(1967) 1967 存続 撤退
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131 U函ohnCo, 291 uS. 化学 目本ア ップジコン(1959) 1959 存続 存続

132 Wamer・Lambert 133 U.S. 化学 国際薬品(1960):名 塘アダムス㈱Q962) 1960 被買収

133 Xerox 126 U.S. 精密機器 「富士ゼロックス㈱」(1962) 1962 存続 存続

　ゲ

通産省 『外資系企業,そ の実態 と影響』1968年,巻 末付表。FOrtune,Sept.15 ,1968.

注

1.複 数 の親企業 が共 同出資 してい る子会社 を持つ場合 は,い ずれの親 企業欄に も同一の在 日子会社 を記載 した。

2.在 日子会社 につ いて,販 売 会社には 「 」,製 造 ・販 売の外の機能 を もつ会社(通 産省,1968年 では 「その

他の産業」 に分類 されている)に は[]を 付 した。

表2-3在 日子会社 における持分比率(1930年,1967年,2002年)

1930 1967 2002

子会社数 % 子会社数 % 子会社数 %

100～95% 13社 41% 47(100%は45社) 25% 200(100%は194社) 56%

95%未 満～50%超 6社 19% 8 4% 64 18%

50% 5社 16% 59 32% 53 15%

50%未 満 8社 25% 71 38% 41 11%

合計 32社 100% 185 100% 358 100%

na 3社 1 1

合計(n、aを ふ くむ) 35社 186 359

資 料 表2-1,表2-2,筆 者 の デ ー タ ベ ー ス。

るのは185社 で あ る。 この185社 の うちの,50%未 満 の出資 は71社(185社 の38%),50%の 出

資 は59社(32%),50%超 ～95%未 満 の出資は8社(4%),95%超 の 出資 は47社(25%)で

あ る。(表2-3)95%超 の 持分 の子会 社 は47社 作 られ たが,そ の うちの37社 は円ベ ー ス企業

で あった。 戦前か ら日本 へ投資 を続 けて いるIBMの 子 会 社 日本 アイ ・ピー ・エ ムと
,Nestle

の ネ ッスル 日本な ど も,円 ベー ス企業 として戦後 の一 時期 を活動 した。

また1967年 は1930年 に比 べて,50%未 満 の 出資 お よび折半 出資 によ る子会社 が著 増 してい

のる
。一方 で50%超 の 子会社 の比率 は,60%か ら29%へ と低下 してい る。

3.3製 造 を 目的 と した企 業進 出の増加

多 国籍…企業 の大半 は 日本 で生 産基地 をつ くるた めに投資 を行 った。1930年 時 点 では,半 数

近 くが販 売基地 であ ったの に比 べ ると,生 産 基地 を建設 した企業 の割合 の増加 は注 目され る。

1930年 時 点の29社 の うちで,販 売 を主 たる活 動 と していた もの は,次 のよ うな会社 であ る。

Chrysler,FordMotor,GeneralMotorsの 自 動 車 会 社3社,StandardOilofNewYork

(Mobi1),VacuumOi1,ShellTransportの 石 油会社3社,1.G.Farben,Nestle,SingerManu-

facturingCo.,Unileverの 合 計10社(全 体の34%)で あ った。1967年 に は,合 計133社 の うち,

製 造基地 を持 つの は104社(全 体 の78%),販 売 基 地のみ を持 って いた のは21社(16%)で あ
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表2-4対 日投資企業親会社の産業分野(1930,1967,2002年)

1930 1967 2002年

産業分類
コー ド 産 業 企業数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合

20 食品 1 3% 14 ユ1% 15 9%

21 タバ コ 1 1%

22 繊維 1 3% 2 2% 1 1%

23 衣服 1 ユ% 正 1%

24 木材 1 1%

26 紙 1 3% 3 2% 4 2%

27 出版/印 刷 2 2% 2 1%

28 化学 4 14% 33(製 薬 は9) 25% 47(製 薬は19) 27%

29 石油製品/石 炭製品 3 10% 13 10% 7 4%

30 ゴム/プ ラスチ ックス 2 7% 5 4% 5 3%

31 皮革 2 1%

32 石/粘 土/ガ ラス 1 3% 4 3% 1 1%

33 一次金属 9 7% 1 1%

34 金属製品 4 3% 4 2%

35 機械 2 7% 16 12% 28(コ ン ピ ュ ー タ ー 関連12) 17%

36 電気/電 子機器 8 28% 五3 10% 20 11%

37 輸送機 6 21% 6 5% 25(自 動車関連18) 14%

38 精密機械 5 4% 7 4%

39 その他 3 2% 5 3%

合計 29 100% 133 100% 176 100%

資 料 表2-1,2-2,筆 者 の デ ー タベ ー ス。

った。「その他の産業」(市 場調査,技 術供与などの機能を持つ在 日事業基地を内容 とする)

は合計8社(16%)で あった。製造基地を持つ企業 は,新 製品技術とそれを量産できる技術

を持つものが多かった。そうした技術優位性を持 って日本へ進出 してきた企業であった。そ

れらは,対 日投資と対 日技術輸出のいずれかを選択をする可能性を与え られる中で,投 資に

踏み切 ったのである。

3.4化 学 企 業の増加

この時期 に最 も多 くの企業 が属 す る産業 は,化 学 であ った。(表2-4)と りわ け,製 薬企

業の増加 が注 目される。戦 前(1930年 時 点)で は,製 薬企業 は1.G.Farbenの み であ った が,

戦 後1967年 時 点 では,1.G.Farbenを 前 身企 業 とす る企 業2社Bayer,Hechstに 加 え て,新

規進 出が7社 あ り,合 計9社 を数 え た。 新規 進 出の7社 は,以 下 で ある。AmericanHome

Products,Bristo1-Myers,CIBA,Merck&Co.,Pfrizer,RexallDrug&Chemica1,Sandoz,

SquibbBeech・Nut。 化 学 の33社 に ついで,機 械(電 気機械 を除 く)16社,食 品14社,電 気機

械13社,石 油13社 が多 く,こ れ ら5産 業 分野合計 で68%を 占 め る。1967年 時 点の進 出企業 の

特 徴 は,上 に述べ た化学,食 品 および機 械(電 気機 械 を除 く)の 割合 が増 えて いる一方 で,

電 気機械,輸 送機 の割合 が減少 して い る。 こう した変化 は見 られ るものの,直 接投資 を して
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表2-5対 日投資企業の母国(1930年.1967年.2002年)

1930年 1967年 2002年

母国 会社数 割 合 企業数 割 合 企業数 割 合
アメ リカ 15 52% 110 83% 95 54%

カナダ 3 2% 1 1%

イギ リス 8 28% 4 3% 12 7%

オ ランダ 1 1% 4 2%

ベ ル ギ ー 2 1%

フ ラ ンス 1 1% 17 10%

ドイ ツ 5 17% 5 4% 22 13%

スイ ス 1 3% 5 4% 6 3%

スエ ー デ ン 5 3%

フ ィ ンラ ン ド 2 1%

イタ リア 1 1% 2 1%

イギ リス/オ ランダ 2 2% 2 1%

スイ ス/ス エ ー デ ン 1 1% 1 1%

バ ミュー ダ 2 1%

韓国 2 1%

南 ア フ リカ 1 1%

合計 29 100% 133 100% 176 100%

資 料 表2-1,2-2,筆 者 の デ ー タ ベ ー ス 。

きた多国籍企業の大半が,資 本集約的産業に属 していた点は,1930年 と同じであ った。

3.5圧 倒的に多いアメリカ企業

1967年 には,1930年 に比べて,ア メリカから進出 してきた企業が著 しく増えた。(表2-5)

アメ リカ企業は1930年 時点では16社 であったが,1967年 時点では110社 に大きく増加 し,ア

メリカ企業の割合は,53%か ら83%へ と高まった。それに対 して,ヨ ーロッパか らの進出は

1930年 の14社 から20社へとわずかな増加にとどまり,直 接投資企業全体に占めるその割合は,

47%か ら17%へ と低下 した。そうしたなかでも,ス イス企業の対 日直接投資は1社 から5社

へ と著増 したことは,注 目される。

1967年 時点における対 日直接投資におけるアメリカ企業の地位の向上は,当 時のアメリカ

企業の急激な海外直接投資のうね りとグローバルなプレゼンスの高まりを代弁 している。第

二次世界大戦後にグローバルに進行 した,い わゆるアメ リカナイゼーションは,対 日直接投

資企業の増加においても如実に表されている。

4存 続 と撤退にみられる多様性(1967～2002年)

4.1説 明対象とする企業93社

1967年7月,第1次 資本 自由化が始まった。 それは5次 にわたって,1973年 まで逐次進め
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出自国
親会社の被買収,

破産による消滅

親会社は存続(2002年 時点ないし撤退時点で)
合計 不詳 合計

存続(2002時 点) 撤退 小計

ア メ リカ 31 42 30 72 103 7 110

カナダ 0 2 1 3 3 0 3

イギ リス 0 1 3 4 4 0 4

オランダ 0 0 1 1 1 0 1

フ ラ ンス 0 1 0 1 1 0 1

ドイ ツ 0 5 0 5 5 1 6

ス イ ス 0 5 0 5 5 0 5

イ タ リア 0 0 0 0 0 1 1

イギリス/オ ランダ 0 2 0 2 2 0 2

合 計 31 58 35 93 124 9 133

資料 表2-2。 筆者 のデータベー ス(フ ァイル 「各社年表」)。

られていった。その後1979年,外 資法は廃止された。翌1980年 以後,外 国企業の対 日直接投

資は,自 由に行 うことができるようになった。さらに日本政府は,多 国籍企業の対 日投資を

奨励するようになった。

本節では,1967年6月 時点に日本へ直接投資を行 っていた多国籍企業のその後の対 日事業

プロセスを,存 続 と撤退に分類 して説明する。その場合親会社が存続 している企業のみを,

説明の対象とする。本社が消滅 した多国籍企業31社 は説明対象から除外される。また,資 料

不足で実態がつかめない不詳9社 を説明から除外する。1967年 時点の対 日投資企業133社 か

ら,親 会社が消滅 した31社 と不詳9社 を除外 した多国籍企業93社 について,そ の存続と撤退
5)

をその動機に注目して説明する。

4.2親 会社が消滅 した企業

親会社の消滅は,破 綻によるものと,被 買収によるものとがある。 日本へ投資を している
6)

途中で,本 社が破綻 した多国籍企業として,Singer製 造会社の例がある。戦前,日 本の ミシ

ン市場において ドミナ ントポジションを確立 していたSinger製 造会社 は,敗 戦後 に輸出戦

略で対 日再進出をはかった。ついで1957年 には,日 本製鋼所系列のパインミシンへ資本参加

し,日 本で ミシン製造を開始 した。 しかしブラザー ミシンや蛇の目ミシンをはじめとする日

本の ミシンメーカーに有効には対抗できず,生 産 シェア10%未 満の地位にとどまるにすぎな

かった。一方で日本の ミシンメーカーの,ア メリカ市場への ミシン輸出は目覚 しく,そ のた

めに母国市場においてSingerは 急激 にシェアを失っていった。同様 なことが全世界で起 こ

っていた。 日本の ミシンメーカーに対する地位の低下の中で,Singerは 家庭電気製品などへ
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の多角化を進めたがことごとく失敗 し,つ いに1990年 代末には破綻 した。

親会社が買収されて消滅 した事例 は多数見 られた。 それは31社(不 詳を除 く合計124社 の

25%)に 上 った。そのすべてがアメ リカ企業であったことは注 目される。例えば,General
7)

FoodsCorporationは そ うした企業である。同社はアメ リカ市場で,粉 末形態の加工食品を

得意 として,加 工食品の最大手企業としての地位を築 く一方で,1950年 代から大規模な海外

直接投資を開始 した。その進出先国は,1967年 には17力 国に上 った。その間に1954年 日本へ,

日米友好通商航海条約 の下で与えられる内国民待遇 にもとついて,100%出 資の円ベース企

業ゼネラルフーヅ株式会社を設立,バ ヤリース ・オ レンジ原液を生産 し,さ らに1960年 には

インスタントコーヒー生産へ参入 した。 しか しインスタントコー ヒー参入後の,日 本におけ

る成績は不振であった。 日本においてのみならずGeneralFoodsの 海外子会社はその多 くが

不振であった。 こうした国際経営の不振の一方で,米 国内における加工食品の成熟 に対 して

進 められた多角化戦略は相次いで失敗 して,そ の成長性に陰 りが見え始めた。そうしたなか

で,Genera】Foodsは1986年 にPhillipMorrisに よって買収 された。

4.3日 本で地位を確立 した企業

1967年 時点で,日 本へ直接投資を行 っていた多国籍企業133社 のうち,上 述 した93社 につ

いて日本での存立ないし撤退の動機を説明する。そのうち,日 本での地位を確立 し維持 した

企業は58社(93社 の うちの62%)に 上った。アメリカ企業は72社のうち,42社(72社 の58%)

が日本での事業活動を継続 した一方で,30社(42%)が 撤退 した。 これに対 して,ヨ ーロッ

パ企業18社 のうちの14社(18社 の78%)が 直接投資を継続 し,4社 が撤退 した。なお,ヨ ー

ロッパ大陸企業(英 国国籍 とオランダ国籍の2国 籍を持つ企業2社 をヨーロッパ大陸企業と

してとらえる)合 計13社 中,対 日投資を持続 した ものは12社(13社 の92%)で,撤 退はオラ

ンダの電機企業Phillipsの1社 に過ぎなかった。 ヨーロッパ大陸企業は,ア メ リカ企業 に比

べて,撤 退を容易に選択 しなかったのである。

対 日進出企業の大半は,い まだ日本企業がもっておらない,新 製品技術を持 っていた。そ

れを優位性として,日 本での地位を確立することを企てた。 しか しなかには,す でに日本企

業が地位を確立 している市場へ後発的に進出 してきた企業 もあった。いずれのばあいも,日

本市場で存立基盤を築 くことは,容 易ではなかった。それは競争者 としての日本企業が,多

国籍企業に対する競争力を速やかにつけてきたか らであった。 日本企業は,多 国籍企業の製

品技術や,マ ーケティングノウハウを速やかに吸収 し,キ ャッチアップしてきた。そして,

日本のユーザーのニーズ,消 費者のニーズを適確 に捉え製品化する能力を速やかに獲得 して

きた。 日本企業に対する組織能力の構築は,多 国籍企業の予想をはるかに超える困難なプロ

セスであった。
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こうしたなかで,リ ーディング企業としての地位を打ち立てることに成功 した企業には,
8)

Nestle,CocaCola,IBM,Catapillar,Xeroxな どがある。Nestleは,1913年 コンデ ンス ミル

クの販売基地を横浜に建設,1922年 に神戸に本拠を移 し,1933年 にはコンデ ンス ミルクの生

産を淡路島の広田工場で始めた。戦時中も中立国の企業 として事業活動を継続 した。その間

1944年 には,事 業は日本政府の管理下におかれたが,戦 後1947年 には早 くも管理権を回復 し

た。 しか しNestleが 日本での事業規模を拡大するのは,1961年 以後 となった。同年インス

タン トコーヒー市場へ参入 して,そ の機会をつかんだ。インスタントコー ヒーをカ リフォル

ニアから供給 し,淡 路島の広田工場で小瓶に詰め替えた。それまで ミルク製品で培 ってきた

小売店営業を地道に続けるとともに,先 進的なマスマーケティングの手法を駆使 し,イ ンス

タン トコーヒー市場 においてすみやかに ドミナ ントシェアを獲得 した。1966年 初,大 規模な

インスタントコーヒー工場を姫路に完成 し,激 しい競争のなかで トップブランド 「ネスカフ

ェ」の地位を強化 していった。

CocaColaは,す でに1946年 米軍向けのボ トリングプラントを東京に建設 し,軍 需に応 じ

始めた。ボ トリングプラントをはじめ炭酸ガス製造工場を含めて,1952年,日 本には8プ ラ

ン トを所有するにいたった。同年か ら米軍の撤退が順次進められるなかで,CocaColaは 民

間市場への参入を企てた。1957年,100%出 資の円ベース企業である日本 コカコーラを設立

した。当初は,コ カコーラを販売できる場所が厳 しく限定されていたので,フ ァンタを主力

製品とせざるを得なか った。その間にもコーラ市場参入への準備を着々と整えていった。そ

して,1960年 コーラの全国販売の機会が訪れるとともに,間 髪入 ることな く全国に14の ボ ト

リング会社を設置,小 売店へ至る流通網を建設 した。Co(raColaは フレーバーを日本へ輸出

し,日 本でコカコーラ原液を作 り,そ れをボ トリング会社へ販売するビジネスシステムを創

出した。同時に日本の炭酸飲料メーカーに対す る大きな優位性を持つ製品技術,製 造技術の

移転に成功 し,一 番手企業としての地位を確立 した。

他方,す でに日本企業が支配的地位を築いている製品市場へ後発的に参入 した企業は,新

製品を持って 日本市場へ参入 してきた企業に比べて,一 段 と長期の試行錯誤を経験 しなけれ

ばな らなかった。 たとえばUnileverは,マ ーガ リン市場へ参入 したものの,そ の地位を確
　　

立する前 に,同 製品は成熟段階を迎えて しま った。そこでUnileverは,さ らに投資を続け

粧業品分野での地位の確立を企てた。粧業品においても,試 行錯誤は続いた。そ してブラン

ドマネジメントの組織的展開ができ,利 益が安定的にでるようになったのは1990年 代半ばの

ことであった。 日本に合弁会社を設立 してから,す でに30年 を経過 していた。

4,4撤 退企業

1967年 時点で 日本に事業基地を持 っていたが,そ の後2002年 までに撤退 した多国籍企業 は
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35社 を数える。それ らは撤退の動機を基準 に,次 のように分類できる。第1は 日本事業の不

振ゆえに撤退せざるを得なかった企業,第2は 本社の事業再構築の資金の必要に迫 られて,

日本における事業会社の持分を売却 し,キ ャピタルゲインを獲得 して撤退 した企業,第3は

合弁パー トナーとの間にコンフリクトが発生 し,そ れを解決することな く撤退を選択 した企

業である。第4は 製品の成熟に対応 して,対 日投資を回収 した企業である。

日本市場への参入に失敗 した例 として,Colgate&Palmoliveが あげられる。同社は,歯 磨

の大量のサンプ リングを行い一気にマーケ ットシェアを獲得することを企てた。 しか し,ア

メリカ市場で成功 したそうしたマーケティ ング戦略は,日 本では成功 しなか った。本社が業

績不振に陥り,事 業を再構築するための資金需要が生 じ,キ ャピタル ・ゲインの獲得を求め

て,日 本の子会社の持株 を売却 した例 として,PhillipsGloeilampenFabriekenが ある。折半

出資で 日本に事業会社を設立 し,一 定の成果を上げることができたものの,経 営決定におい

て合弁パー トナーとの折 り合 いがつかずに持分を売却 した例 としてKimberlyClark,Scott

Paperが ある。

CoatsPatonは,1973年 帝国製糸の持分60%を 合弁パー トナーの富士紡績に売却 して,撤
10)

退 した。CoatsPatonは,J&PCoatsと 称 していた時代,1907年 に日本のカタン糸市場へ参

入 し,高 級カタン糸分野で支配的なシェアを獲得 した。第二次大戦中の中断を除き,戦 後 も

事業を継続 した。 しか し,す でに1930年 代後半から,日 本の大規模紡績企業のカタン糸部門

への参入を契機にシェアを落とし始めていた。戦後 日本では,カ タン糸の需要は増大 したが,

1960年 代に入 り合繊 ミシン糸の需要の増大 とともに成熟商品化 し,価 格競争が激化 していっ

た。そうしたなかで,CoatsPatonは,日 本から撤退 したのである。それは,CoatsPatonが,

19世紀後半から,各 国におけるカタン糸のライフサイクルの推移に従って,先 進国か ら後進

国へと直接投資先を移 してい くプロセスの中で行われたのである。

5対 日進出企業の持続的増加

5.1グ ローバル経済の進展 と対 日投資企業の増大

1980年 代以後,日 本政府の外資政策は,従 来の自由化の段階的推進か ら受入奨励へ と進み,

多国籍企業の対 日投資環境は改善がすすんだ。他方で,欧 米の多国籍企業は,そ れ らの母国

や東南アジア市場をはじめとする第3国 市場に向って,直 接投資を増加 してい く日本企業へ

の対抗策を講 じる必要を認識するようになった。多国籍企業にとって,日 本企業に対 してと

りうる戦略の一つは,大 規模な 日本市場での地位を強化,拡 大 し,日 本企業 に対抗すること

であった。 こうした中で,多 国籍企業の対日投資は活発に続けられた。1967年 か ら2000年 に

かけて,撤 退 していった多国籍企業が35社 にのぼったことは上にのべたが,そ れを凌 ぐ数の

新規参入があったのである。その結果,2002年 には,外 国の大企業392社 中の176社 が対 日投
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資 を していた。

5.2持 分比率の高まり

1967年 以後,2002年 にかけて,多 国籍企業による在日事業会社の出資比率を観察す ると,

持分を少数株所有か ら多数株所有へ変更するとともに,多 数株所有形態による進出が主流と

なった。(表2-3)2002年 をみると多国籍企業176社 はそれ らの子会社合計359社 のうち不明

1社 をのぞく358社 の74%に おいて,50%超 の持分を所有 している。それは,1967年 の29%

か ら大幅な上昇である。1930年 のそれに比べても,は るかに高 くな っている。

5.3製 品技術の高度化

2002年 時点,対 日直接投資を行 った多国籍企業の大半が属する産業分野は,資 本集約的な

いし技術集約的産業であ った。(表2-4)そ うしたなかで,機 械産業の中のコンピューター

関連企業 と輸送用機械産業における自動車関連企業の増加は著 しかった。コンピューター関

連企業は1967年 のIBMとSperryCorporationの2社 か ら,2002年 には12社 へ増えた。また,

同 じ期間に自動車関連企業は2社 から18社へ と増加 した。 さらに,化 学の中の製薬分野の増

加傾向は1967年 以降 も続 き,1967年 の10社 から,2002年 の19社 へ増えた。多国籍企業の所属

する産業 において技術集約的産業の比重が高まっている。

5.4出 自 国におけ るヨー ロ ッパ企業 の回復(表2-5)

2002年 時 点 で対 日投 資 を行 って い る多 国籍 企業 の出 自国 をみ る と,ア メ リカ95社(54%),

ヨー ロッパ は75社(43%)で あ った。 その他 の非欧米系企業 には,韓 国2社,南 ア フ リカ1

社,バ ミュー ダ2社 が あ った。 ア メ リカ企 業 は,1967年 時 点の110社 か ら2002年 に は95社 へ

減少 す る一方 で,ヨ ー ロ ッパ企業 は20社 か ら75社 へ 大幅 に増 加 した。 ヨーロ ッパ 出 自の対 日

投資企業 の数 がアメ リカ企業 の数 に近づ いてき た。2002年 の 対 日直接 投資 を担 った企業の 出

自国の分 布が,1930年 の 様相 に類 似 してきた こと も注 目され る。

6結

以上の分析に基づいて,次 の事実発見 とそれにもとつ くインプリケーションを得 ることが

できる。

6.1要 約

第2次 世界大戦後における対 日直接投資企業の急増

第2次 世界大戦後には,戦 前に比べてはるかに多 くの多国籍企業が 日本へ進出 してきた。
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その数は,1967年 には,同 年の売上高基準で世界 トップ500位 にはいる外国企業457社 のうち

133社 におよんだ。そのなかには,戦 前に日本へ直接投資を していた企業26社 が含まれる。

この点に,多 国籍企業の対日進出における,戦 前 と戦後の連続性が見 られる。戦後における,

対 日投資企業の増加は,明 治期からの多国籍企業の対日進出企業の増加の潮流の中にある。

対 日事業に見 られる多様性

1967年 以後の多国籍企業の在日経営のプロセスを,同 年の133社 を対象 として分析すると,

多様性が鮮やかである。

多国籍企業 は,新 製品を持 っていた り,先 進的なマーケテイングノウハウをもっていた。

その点で,圧 倒的な優位性があった。そうした優位性に基づいて比較的に速やかに一番手企

業の地位を確立できた企業が見 られる一方で,長 期にわたる試行錯誤を続けた後にはじめて

存立基盤を確立できたもの もある。たとえいったん地位を築 いたとしても,日 本企業の追い

上げは,多 国籍企業が予想 した以上に迅速で強靭であった。 したが って,多 国籍企業が日本

で優位性を維持す ることは容易なことではなかった。

日本から撤退 した多国籍企業 も多い。それらは日本で必要 とされる組織能力の構築に失敗

したゆえに撤退 した企業 もある一方で,当 初の目的を実現 した後に,本 社の事業再構築の資

金を調達するために在日子会社における持分を合弁パー トナーに売却 してキャピゲインを獲

得 したり,製 品の成熟 による収益性の低下に対応 して,投 資を回収 した企業もみ られた。

対 日直接投資企業の増加の持続

1980年 代に入ると世界経済のグローバ化が一段と進み,グ ローバル市場における欧米企業

をは じめとする外国企業 と日本企業との競争は激 しくなる一方で,グ ローバル経済に占める

日本経済のプレゼンスはますます高まった。 日本の外資政策はほぼ完全に自由化され,日 本

への参入は一段 と自由となった。そ うしたなかで,日 本市場へ参入する多国籍企業は増加 し

続けた。2002年 には日本へ進 出している多国籍企業 は,同 年の トップ500位 にはいる日本企

業を除 く392社 のうち,176社 に上 った。 トップ500社 に入る外国企業のうち対 日直接投資を

行 っている企業の割合は,1967年 の29%か ら45%へ 高まった。これらの多国籍企業176社 は,

上に述べた1967年 時点の133社 との比較 において,次 のような特徴を持っていた。多国籍企

業の持分比率は多数所有が中心 とな り,そ れらの企業の所有する技術はますます高度化 した。

また,出 自国において,ア メリカ企業の数 は1967年 の110社 か ら2002年 の92社 へ減少 してい

るに対 して,同 じ期間にヨーロッパ企業は,20社 か ら75社へ増加 した。
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6,2結

以上の分析 を通 じて,多 国籍企業の対日投資に見られる歴史的連続性 と,そ の持続 と撤退

の観点からの対 日投資に見 られる多様性を確認することができた。そうした多様性を理解す

るには,多 国籍企業各社の企業観 とともに,各 社の対日投資の成否をわける組織能力の構築

の過程 とその具体的な内容を解明することが必要である。そうした分析に際して,対 日投資

の持続性において ヨーロッパ企業がアメリカ企業よりも高いことに注目する必要がある。そ

れは,組 織能力の構築 において両者のあいだに異なったパターンが存在することを示唆 して

いるからである。
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